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第 45 号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 

【調達公告】 
△ 特定調達契約に係る総合評価一般競争入札の施行（市庁舎耐震補強工事）･･･････････････････････２ 
△ 総合評価一般競争入札の施行 

（都筑水再生センター場内排水管整備工事（その２） ほか１件）･････････････････････････････７ 
△ 5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（（仮称）高島二丁目連絡デッキ新設工事（製作・架設工） ほか 25 件）･･･････････････････････14 
△ 2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（戸塚・泉・栄区道路照明灯設置工事 ほか１件）･･･････････････････････････････････････････52 
△ 2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（南本牧ふ頭建設工事・南本牧大橋舗装補修工（その２） ほか４件）･････････････････････････59 

△ 特定調達契約の落札者等の決定･････････････････････････････････････････････････････････････67 

 

【水道局】 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

（口径 13 ミリメートル水道デジタルメーター（Ａバーター）4,000 個の購入 ほか５件）･････････68 

△ 一般競争入札の施行 

（口径13ミリメートル水道デジタルメーター（Ｂバーター）1,800個の購入 ほか11件）･･････････71 

△ 5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

  （工業用水道 小野町φ３００ｍｍ配水管布設替工事 ほか 13 件）････････････････････････････74 

△ 2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

  （（仮称）菊名合同庁舎建替工事（地上式災害用給水タンク） ほか９件）･････････････････････100 

△ 2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（工業用水道 上末吉二丁目φ１５０ｍｍ配水管試掘工事 ほか 10 件）･･･････････････････････121 

 

【交通局】 

△ 2,500万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（高圧配電ケーブル更新工事（上大岡駅から上永谷駅） ほか１件）･･････････････････････････140  
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横浜市調達公告第 244 号 

特定調達契約に係る総合評価一般競争入札の施行 

次のとおり総合評価一般競争入札を行う。 

平成18年９月26日 

 

契約事務受任者 

横浜市助役 本 多 常 髙 

 

１ 競争入札に付する事項                                    

 (1) 工事名                                                 

   市庁舎耐震補強工事 

 (2) 工事場所                                               

   中区港町１丁目１番地 

 (3) 工事概要 

ア 行政棟免震化工事（対象建築物：ＳＲＣ造、地下１階地上８階建、延床面積 20,756 ㎡） 

(ｱ) 地下１階柱脚部免震装置設置工 

(ｲ) 免震化に伴う電気、昇降機、衛生及び空調設備改修工 

イ 中庭棟改築工事（ＲＣ（一部Ｓ）造、地下１階地上１階建、延床面積 1,220 ㎡） 

 (ｱ) 市民相談室等復旧工 

 (ｲ) 受変電設備、非常用発電機設備及び中央監視諸室整備工  

  ウ 防火区画、消防設備等既存遡及工事 

  エ 各階トイレ等改修工事 

(4) 工種                                                   

   建築、電気及び管                                                 

 (5) 完成期限                                               

   平成 21 年８月 14 日                                       

 (6) 予定価格 

4,671,000,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

 (7) 調査基準価格 

開札後に公表 

(8) 本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。 

２ 入札参加資格                                             

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる資格条件をすべて満たした、施工分担方式による異業種特定

建設共同企業体（以下「異業種共同企業体」という。）で、かつ、入札参加資格の確認を受けなければな

らない。 

 (1) 異業種共同企業体の資格条件  

    ア 構成員は、建築工事を担当する２者、電気工事を担当する１者及び管工事を担当する１者の計４者

とし、建築工事を担当する２者は、建築工事の特定建設共同企業体（以下「建築工事共同企業体」と

いう。）を結成するものとする。 

イ 各構成員は、本件工事に係る入札において、同時に２以上の異業種共同企業体の構成員になるこ

とができない。 

ウ 異業種共同企業体の代表者となる構成員（以下「代表構成員」という。）は、建築工事共同企業体

の代表構成員とする。 

 (2) 異業種共同企業体及び建築工事共同企業体の構成員の資格条件  

ア 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

イ 平成 18 年 10 月 19 日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び

指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(3) 建築工事共同企業体の構成員の資格条件 

調 達 公 告 
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ア 構成員数は、２者とする。 

イ 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「建築」に登録を認められている者であ

ること。 

ウ 各構成員は、本件工事に係る入札において、同時に２以上の建築工事共同企業体の構成員になる

ことができない。 

エ 建築工事共同企業体の構成員の出資比率は、各構成員の出資比率が当該建築工事共同企業体の総

出資額の 10 分の３以上であるとともに、代表構成員の出資比率は、当該建築工事共同企業体の構成

員中最大でなければならない。 

オ 建築工事共同企業体の代表構成員は、アからエまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満たし

ている者であること。 

(ｱ) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 27 条の 23 第１項に定める経営事項審査（以下「経審」

という。）の総合評定値通知書（本件工事の入札参加資格確認申請の日前で有効かつ最新のものと

する。以下同じ。）における建築一式の総合評定値が 1,250 点以上であること。 

(ｲ) 平成８年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出までの間に完成した工事で、

次のいずれかの工事の元請としての施工実績を有すること（共同企業体の構成員としての施工実績

は、出資比率が総出資額の 10 分の２以上のものに限る。）。なお、当該施工実績は、ＲＣ造又はＳ

ＲＣ造の建築物に係る実績に限る。 

 a 延床面積 12,000 ㎡以上の建築物に係る免震改修工事 

 b 免震改修工事及び延床面積 12,000 ㎡以上の免震構造の新築工事 

(ｳ) 建築工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土

交通大臣が認定した者を施工現場に専任で配置できること。 

カ 建築工事共同企業体のその他構成員は、アからエまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満た

している者であること。 

(ｱ) 経審の総合評定値通知書における建築一式の総合評定値が 950 点以上であること。 

(ｲ) 平成８年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出までの間に完成した工事で、

免震改修工事又は免震構造の新築工事の元請としての施工実績を有すること（共同企業体の構成員

としての施工実績は、出資比率が総出資額の 10 分の２以上のものに限る。）。なお、当該施工実績

は、ＲＣ造又はＳＲＣ造の建築物に係る実績に限る。 

(ｳ) 建築工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土

交通大臣が認定した者を施工現場に専任で配置できること。 

(4) 電気工事を担当する構成員の資格要件 

ア 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「電気」に登録を認められている者であ

ること。 

イ 経審の総合評定値通知書における電気の総合評定値が 1,100 点以上であること。 

ウ 電気工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土

交通大臣が認定した者を施工現場に専任で配置できること。 

(5) 管工事を担当する構成員の資格要件 

ア 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「管」に登録を認められている者である

こと。 

イ 経審の総合評定値通知書における管の総合評定値が 1,000 点以上であること。 

ウ 管工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土交

通大臣が認定した者を施工現場に専任で配置できること。 

(6) 第３号オ(ｳ)、カ(ｳ)、第４号ウ及び前号ウに掲げる者は、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提

出日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、当該雇用期間が３か月間経過しており、他の工事

に従事していない者でなければならない。 

ただし、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日において、他の工事に従事している者であっ

ても、開札日からおおむね７日以内に本件工事に配置することができる場合に限り、他の工事に従事

していない者として取り扱うものとする。 

３ 入札参加の手続等                                           

  (1) 本件工事の入札に参加しようとする者（前項第３号イ、第４号ア又は第５号アに定める登録のない者

が異業種共同企業体の構成員に含まれる場合で、入札説明書に定める名簿登載手続を行う者を含む。

以下「入札参加者」という。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。                 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        4

  ア 提出書類及び提出方法                                               

    入札説明書による。 

   イ 提出部課 

     〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

     横浜市行政運営調整局契約財産部契約第一課工事第三係（関内中央ビル２階） 

      電話 045(671)2244 

  ウ 提出期限 

    平成 18 年 10 月 19 日午後５時 

  エ 契約条項等に関する問い合わせ先 

     〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

     横浜市行政運営調整局契約財産部契約第一課工事第一係（関内中央ビル２階） 

     電話 045(671)2246 

 (2) 総合評価一般競争入札に係る技術資料についての評価方法及び落札者決定基準の詳細については、本

件工事に係る総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定める。 

 (3) 入札参加者は、実施要領書に定める技術資料を、第１号アに定める提出書類に併せて提出すること。 

４ 入札参加資格の喪失 

   入札参加資格の確認結果の通知後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者又はその構成員が、

次のいずれかに該当するときは、本件工事に係る入札に参加することができない。 

  (1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所 

  本件工事に係る入札説明書等は、第３項第１号イに掲げる部課において、この公告の日から開札日まで

閲覧に供する。 

６ 入札説明書の交付等                                       

 (1) 入札説明書の交付期間及び交付方法  

      横浜市のホームページからダウンロード可能。                

   また、平成 18 年９月 26 日から平成 18 年 10 月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前

９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで）の間に第３項第１号イに掲げる部課において無償

で交付する。                                             

 (2) 設計図書の入手方法 

   入札説明書に定める方法により入手すること。 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札期間及び開札予定日時 

  ア 入札期間 

    平成 18 年 11 月 30 日から平成 18 年 12 月６日まで（日曜日及び土曜日を除く毎日午前９時から午

後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

  イ 開札予定日時 

    平成 18 年 12 月７日午前 11 時 

 (2) 入札参加者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

  ア 電子入札システムによる入札書の提出 

   (ｱ) 前号アに定める期間内に、異業種共同企業体の代表構成員が単体として利用者登録したＩＣカー

ドを使用して、異業種共同企業体登録時に付与される当該異業種共同企業体の業者コードを用いて、

電子入札システムにより入札書を提出すること。 

   (ｲ) 入札にあたっては、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の

際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）

（以下「運用基準」という。）第 13 条を参照すること。なお、工事費内訳書は、本件工事の設計図

書（参考資料等の内訳書を含む。以下同じ。）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と

一致させること。 

 イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 所定の入札書と工事費内訳書を封書に入れて、前号アに定める期間内に、横浜市行政運営調整局

契約財産部契約第一課まで提出すること。 

(ｲ) 工事費内訳書は、本件工事の設計図書と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致さ
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せること。 

(ｳ) 入札書に異業種共同企業体名、異業種共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及び代表

者名を記載すること。 

(ｴ) 入札書の提出にあたっては、運用基準に定める「横浜市電子入札案件における紙入札届出書（第

2 号様式）」を、入札書と併せて提出すること。この場合、当該様式の「４ 電子入札システムを

利用できない理由」欄に、「政府調達協定対象案件」と記載すること。 

  ウ 郵送による入札書の提出 

   (ｱ) 所定の入札書と工事費内訳書を封書に入れて、前号アに定める期間内に、横浜市役所内郵便局に

到達するように、書留郵便で郵送すること。 

(ｲ) 工事費内訳書は、本件工事の設計図書と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致さ

せること。 

(ｳ) 入札書に異業種共同企業体名、異業種共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及び代表

者名を記載すること。 

 (3) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の 100 分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の 105 分の 100 に相当する金額を入札金額とすること。 

 (4) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札

がないときは、当該入札を不調とする。 

８ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19条の規定に該当する入札 

 (2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 技術資料の提出をしない者が行なった入札 

 (4) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (5) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

 (6) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、運用基準に定める「横浜市電子入札ＩＣカード代表者届出書（第 1 号様

式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (7) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、前項第２号アに定める方法によらない入札 

(8) 紙により入札書を提出する場合に、前項第２号イに定める方法によらない入札 

(9) 郵送により入札書を提出する場合に、前項第２号ウに定める方法によらない入札 

 (10)前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

技術資料の審査及び技術評価点の算出については、実施要領書に基づき行う。 

10 落札予定者の決定及び落札者の決定 

(1) 前項により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、

評価値を算出する。 

(2) 次に掲げる要件をすべて満たす入札者のうち、前号により算出した評価値が最も高い者（以下「最

高評価入札者」という。）を落札予定者とする。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた項

目の最低要求要件をすべて満たしていること。 

ウ その他、この公告等において定めた入札参加資格等をすべて満たしていること。 

(3) 最高評価入札者の入札価格が第１項第７号に定める調査基準価格を下回る場合に、その者により当

該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結す

ることが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、そ

の者を落札予定者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、次に評価

値の高い者を最高評価入札者とすることがある。 

(4) 落札者の決定にあたっては、横浜市請負工事等総合評価落札方式試行要綱第 13 条で定める手続に基

づき、落札予定者を落札者として決定する。 

11 入札保証金及び契約保証金  
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 (1) 入札保証金  

   免除する。  

 (2) 契約保証金  

   要求する。 

12 契約金の支払方法  

 (1) 前払金  

   各年度出来高予定額の 10 分の４以内の額を支払う。ただし、調査基準価格を下回る価格で入札を行

った者を契約の相手方とする場合は、各年度出来高予定額の10分の２以内の額を支払う。 

 (2) 契約金は、別に定める契約期間中の各会計年度の支払限度額等の範囲内で出来高に応じて支払う。              

 (3) 契約金の部分払いの回数は、５回以内とする 

13 その他 

 (1) 手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を本件工事の請負契約の相手方との随意契約により締結

する予定の有無 

   無  

 (4) 本件工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該

当する。  

 (5) 異業種共同企業体及び建築工事共同企業体の構成員のいずれかが、入札参加資格の確認後、第２項第

２号イに定める資格条件を満たさなくなり、入札参加資格を喪失した場合の取扱い 

      入札説明書による。 

 (6) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (7) 詳細は、入札説明書による。 

14 議会の議決要件 

この工事の契約締結については、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39 年３月横浜 

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付さなければならない。 

15 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Earthquake-Resistant Construction Works of the City Hall 

(2) Deadline for the tender: 5:00 p.m., 6 December, 2006 

(3) Contact point for the notice: First Contract Division, Administrative Management and 

Coordination Bureau, City of Yokohama, 

   1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 

    TEL 045(671)2244 
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横浜市調達公告第245号 

総合評価一般競争入札の施行 
次のとおり、「都筑水再生センター場内排水管整備工事（その２）」ほか１件の工事について、総合評価

一般競争入札を行う。 
平成18年９月26日 

 
契約事務受任者 
横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 
１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札期間の最終日（２(2)に定める技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間の最
終日と同じ。ただし、別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべて満たしていなければ
ならない。 
(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２
項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者
であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 
(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 
(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 
(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(3)に定める手続により購入した者であること。ただし
、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡し
案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 
(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負

工事等総合評価落札方式試行要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等
競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 
２ 入札参加手続等 
(1) 総合評価一般競争入札に係る技術資料についての評価方法及び落札者決定基準の詳細については、工

事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定める。 
(2) 入札参加者は、この公告に定める入札参加資格に関する提出書類（以下「入札参加資格確認資料」と

いう。）及び実施要領書に定める技術資料について、それぞれに定める必要部数を平成18年10月11日か
ら平成18年10月17日までの間（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１
時から午後５時まで）に契約第一課へ提出すること。 

(3) 設計図書の購入等 
ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 
イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 
ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 
エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市ホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 
オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ
と。 

 
３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 
(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 
(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 
(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用
基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた
設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ
ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入
札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 
 

４ 入札の無効 
次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 
(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
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(3) 技術資料の提出をしない者が行った入札 
(4) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 
(5) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 
(6) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と
して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(7) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ
ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ
ードを用いて行った入札 

 
５ 入札参加資格の確認 
(1) 入札者がこの公告で定める入札参加資格を満たす者であるか否かを確認する。 
(2) 入札参加資格の確認には、２(2)により提出された入札参加資格確認資料によって行う。 

なお、２(2)に定める期間内に入札参加資格確認資料が提出されない場合又は確認のために必要な指
示に従わない場合には、入札参加資格を満たす者でない者とする。 

(3) 入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、４(2)に該当するものとし、その者
の入札を無効とする。 

(4) (3)の手続きにより、入札者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して当該入札
者に通知する。 

 
６ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 
 
７ 落札予定者の決定及び落札者の決定 
 (1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者及び当該価

格を入札参加者に通知する。 
 (2) ６により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、評

価値を算出する。 
 (3) 次の各号に掲げる要件をすべて満たす入札者のうち、(2)により算出した評価値が最も高い者（以下

「最高評価入札者」という。）を落札予定者とする。 
ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 
イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた

項目の最低要求要件をすべて満たしていること。 
ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の105分の100で除して得た数値を下回っていないこ

と。 
エ その他、この公告等において定めた入札参加資格等をすべて満たしていること。 

 (4) 最高評価入札者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、横浜市請負工事等総
合評価落札方式試行要綱第16条に定めるとおり、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱（以下
「低入札要綱」という。）を準用し、地方自治法施行令第167条の10の２第２項の規定に該当するかどう
かの調査を行う。 

 (5) 調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれが
あると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札予定者とせず、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに最高評価入札者とする。 

 (6) 調査にあたっては、当該最高評価入札者は、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める
書類を各３部、別に指定した日時までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わな
ければならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(5)に該当す
るものとし、当該最高評価入札者を落札予定者としないものとする。 

 (7)（6）に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。
対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(5) に該当するものとし、当該最高評価入札者を落札予
定者としないものとする。 

 (8) 最高評価入札者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせて落札予定者を決めるものとする
。この場合、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係の
ない本市職員をしてくじを引かせ落札予定者を決定するものとする。 

 (9) 落札者の決定にあたっては、横浜市請負工事等総合評価落札方式試行要綱第13条で定める学識経験者
の意見聴取を行い、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

 (10) 開札後、落札決定するまでの間に、当該最高評価入札者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等
措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く
。）には、その者を落札予定者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
次に評価値の高い者を新たに最高評価入札者とする。 

 
８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 
 
９ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い
の回数に含まない。 
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(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各
会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支
払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
来高に応じて行う。 

 
１０ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 
(1) ８(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条第1項に定める契約保証金の
額は、契約金額の100分の30以上とする。 

(2) ９(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契
約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある
場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う
。 

(3) 専任の監理技術者の配置が義務づけられている工事において、当該工事の請負契約の相手方が次のア
又はイに該当するときは、工事ごとに定める技術者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として
施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満たす技術者を、監理技術者とは別に、施工現場に専任
で1名配置しなければならない。この場合、配置するすべての技術者について、配置技術者（変更）届
出書（第６号様式）及び監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成16年２月29日以前に監理技術者資
格者証の交付を受けている者は提出不要。）を契約第一課へ提出すること。 
ア 入札期間の最終日から過去２年以内に完成した工事のうち、工事ごとに定める登録工種と同一工
種の工事に係る横浜市請負工事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書において
、評定点が65点未満の通知を受けたことがある者（ただし、横浜市工事請負に関する競争入札取扱
要綱第25条第１項第４号に該当する者を除く。） 

イ 入札期間の最終日から過去２年以内に、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱別表第
１第２号、第５号又は第７号の規定に基づく一般競争参加停止及び指名停止等措置（ただし、停止
措置の期間が１か月未満の場合を除く。）を受けた者 

 
１１ その他 
(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否
かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結
する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市
条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付さなければならない場合には、工事ごとに明示する
。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この
場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術
者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参
加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

 (6) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 
 (7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 
(8) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないも

のとする。 
(9) ６(1)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は
、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、入札期間の最終日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工
事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００
分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工
事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横
浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので
留意すること。 

(10) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った最高評価入札者が、正当な理由なく落札
者となることを辞退した場合、又は、７(6)に定める書類の提出をしない場合は、横浜市一般競争参加
停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(11) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に
かかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜
市ホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書
兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第一
課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜
市ホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(13)この公告に掲げる入札については、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第９条第１項中
「入札後」とあるのは「入札締切後」と読み替える。 

(14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則
、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式試行要綱、横浜市電
子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるも
のとする。 
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契約番号 ０６２１０１０３４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑水再生センター場内排水管整備工事（その２） 

施工場所 
都筑区佐江戸町２５番地 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ６００㎜、Ｌ＝１７ｍ）、小口径オーガ推進工（Φ６００㎜、Ｌ＝４０ｍ）、
小口径泥水推進工（Φ６００㎜、Ｌ＝３８ｍ）、ライナープレート立坑築造工（Ｈ 
＝４．９ｍ～７．１ｍ、４か所） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ６１，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した推進工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種 
類、管径及び延長を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の 
書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１１日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１７日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月３１日（火）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３４５ 

工事件名 
都筑水再生センター場内排水管整備工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年１０月２日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
             ：平成１８年１０月１１日から平成１８年１０月１７日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年１１月上旬 
（２）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 
  請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
  事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
  参照）。 
（５）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０３４６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成１８年度帷子川改修工事（その３） 

施工場所 
旭区今川町１０番１３地先から２２番４地先まで 

工事概要 

河川土工（総掘削土量２，９４２㎥、総埋戻土量１，３３４㎥）、護岸工（コンクリート 
ブロック積工Ｈ＝４．３ｍ、Ｌ＝８０ｍ）、橋梁下部工（橋台工２基）、橋梁上部工（Ｐ 
Ｃ桁製作・架設４本、伸縮装置、高欄工） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ７３，８７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した橋梁下部工事（場所打ちに限る。）の元請としての施工 
実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に橋梁下部工事 
の概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付 
すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１１日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１７日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月３１日（火）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８５９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        13

契約番号 ０６２１０１０３４６ 

工事件名 
平成１８年度帷子川改修工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は総合評価落札方式試行対象工事である。詳細は、本件工事の総合評価落 
  札方式実施要領書に定めるところによる。 
   総合評価落札方式実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること 
  。 
  ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成１８年１０月２日 
  ・技術資料及び入札参加資格確認資料の受付期間 
             ：平成１８年１０月１１日から平成１８年１０月１７日まで 
  ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成１８年１１月上旬 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）入札期間の最終日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元 
  請最高請負実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工 
  事費の８割に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１１（９）を 
  参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文１０による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第246号 

5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 
次のとおり、「（仮称）高島二丁目連絡デッキ新設工事（製作・架設工）」ほか25件の工事について、一

般競争入札を行う。 
平成18年9月26日 

 
契 約 事 務 受 任 者 
横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 
１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ
て満たしていなければならない。 
(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２
項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者
であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 
(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 
(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 
(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし
、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡
し案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 
(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 
 
２ 入札参加手続等 
(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、９(12)に定める場合を除く。 
(2) 設計図書の購入等 
ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 
イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 
ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 
エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること
。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ 
と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 
 
３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 
(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 
(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 
(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用
基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた
設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ
ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入
札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 
 

４ 入札の無効 
次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 
(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 
(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 
(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        15

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 
(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ
ードを用いて行った入札 

 
５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「
落札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじに
より落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 
(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし
、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効
とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をも
って入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決
定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開
札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午
後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記
期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を
満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、
当該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3) の入札参加資格の
確認とあわせて、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) (7) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とす
る。 

(9) (7) の調査にあたっては、当該落札候補者は、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定
める書類を各３部、別に指定した日時までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に
従わなければならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8) 
に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 

(10)（9）に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること
。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を落札者と
しないものとする。 

(11) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置
要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）
には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の
価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 
６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 
 
７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い
の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各
会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支
払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
来高に応じて行う。 

 
８ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 
(1) ６(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条第1項に定める契約保証金の
額は、契約金額の100分の30以上とする。 

(2) ７(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契
約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある
場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う
。 

(3) 専任の監理技術者の配置が義務づけられている工事において、当該工事の請負契約の相手方が次のア
又はイに該当するときは、工事ごとに定める技術者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として
施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満たす技術者を、監理技術者とは別に、施工現場に専任
で1名配置しなければならない。この場合、配置するすべての技術者について、配置技術者（変更）届
出書（第６号様式）及び監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成16年２月29日以前に監理技術者資
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格者証の交付を受けている者は提出不要。）を契約第一課へ提出すること。 
ア 開札日から過去２年以内に完成した工事のうち、工事ごとに定める登録工種と同一工種の工事に
係る横浜市請負工事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書において、評定点が
65点未満の通知を受けたことがある者（ただし、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条
第１項第４号に該当する者を除く。） 

イ 開札日から過去２年以内に、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱別表第１第２号、
第５号又は第７号の規定に基づく一般競争参加停止及び指名停止等措置（ただし、停止措置の期間
が１か月未満の場合を除く。）を受けた者 

 
９ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか
否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締
結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市
条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付さなければならない場合には、工事ごとに明示す
る。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ
の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技
術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入
札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな
い。 

 (6) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 
 (7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 
 (8) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 
(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の
規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は
、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種
の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を
乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当
該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事
請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する
こと。 

(10) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由な
く落札者となることを辞退した場合、又は、５(5)又は５(9)に定める書類の提出をしない場合は、横
浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(11) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に
かかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜
市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定
書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約第
一課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜
市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(13)横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第９条第１項中「入札後」とあるのは「開札日の翌
日以降」と読み替える。 

(14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則
、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工
事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６１２０１００８５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）高島二丁目連絡デッキ新設工事（製作・架設工） 

施工場所 
西区高島一丁目２番５０号から高島二丁目７番３０号まで 

工事概要 

鋼橋製作工（鋼材重量１９６．４５ｔ、橋長９４．９ｍ、幅員５ｍ、工場塗装工 
１，８９３㎡、階段３基）一式、輸送１９６．４５ｔ、一括架設工（多軸式特殊台車使用 
）、現場塗装工６８㎡ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３０日まで 

予定価格 ４１０，０５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した（１）及び（２）の工事の元請としての施工実績を有す 
ること（（１）及び（２）は別工事でも可。）。 
（１）工事１件あたりの鋼材重量１２０ｔ以上の鋼製橋を自社工場において製作し、架設 
  した工事 
（２）多軸式特殊台車を使用した、橋梁の架設又は撤去工事 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に橋梁の名称、 
形式、鋼材重量及び架設又は撤去方法を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び 
設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３６３５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００８５ 

工事件名 
（仮称）高島二丁目連絡デッキ新設工事（製作・架設工） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 
  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１２０１００８６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）横浜駅東口ペデストリアンデッキ新設工事（シェルター製作工） 

施工場所 
請負人工場内 

工事概要 

シェルター製作工（ガラス約７０ｔ、鉄骨約５５ｔ、押縁約５ｔ）一式、防護柵（海側） 
製作工一式、防護柵（山側）製作工一式、桁間化粧パネル製作工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３１日まで 

予定価格 ２８５，８３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 鋼構造又は建築 

格付等級 【鋼構造：－】又は【建築：Ａ】 

登録細目 【鋼構造：その他の鋼構造物工事】又は【建築：建築工事】 

所在地区分 市内、準市内又は、市外 

技術者 

鋼構造物工事業又は建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）鋼構造物工事業又は建築工事業に係る特定建設業の許可を有する者であること。 
（２）平成８年４月１日以降に完成した、ガラス及び鉄骨の複合構造で、重量８０ｔ以上 
  の構造物（シェルター、庇又はガラス屋根等）の製作設置工事の元請としての施工実 
  績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比 
  率が２０％以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に構造物の重量 
及び工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類 
を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００８６ 

工事件名 
（仮称）横浜駅東口ペデストリアンデッキ新設工事（シェルター製作工） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を、本件工事の請負契約の相手方と随 
  意契約により締結する予定がある。 
（全体工事概要） 
 ・シェルター製作工一式 
 ・防護柵（海側）製作工一式 
 ・防護柵（山側）製作工一式 
 ・桁間化粧パネル製作工一式 
 ・シェルター設置工一式 
 ・防護柵（海側）設置工一式 
 ・防護柵（山側）設置工一式 
 ・桁間化粧パネル設置工一式 
（架設場所） 
 西区高島二丁目３６番地先から高島一丁目１番地先まで 
（２）特記仕様書において鉄骨製作工場について定めがあるので留意すること。 
（３）平成１７・１８年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種の建築又は 
  鋼構造に係る工事最高請負実績の元請金額が２８２，０００，０００円に満たない者 
  で、かつ、下請金額が３７６，０００，０００円に満たない者は、横浜市工事請負に 
  関する競争入札取扱要綱第２５条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるの 
  で留意すること。 
（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（５）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１２０１００８７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路鴨居上飯田線（本宿・二俣川地区）街路整備工事 

施工場所 
旭区本宿町９２番地先から１０６番地先まで 

工事概要 

盛土工一式、基礎工一式（鋼管杭打工５４本）、Ｌ型擁壁築造工（Ｌ＝５２．５ｍ、Ｈ＝ 
３ｍ～７ｍ）、階段工一式、土留工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 １０４，８１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、杭基礎（既製杭に限る。）による鉄筋コンクリート擁 
壁築造工事（場所打ちに限る。）を含む工事の元請としての施工実績を有すること（当該 
施工工事が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のもの 
に限る。）。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に、既製杭の種 
類及び杭長並びに擁壁の形式及び高さを記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び 
設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時４０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５３９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００９２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路環状４号線（公田桂町地区）街路整備工事（その１１） 

施工場所 
栄区桂町６８２番から６９７番まで 

工事概要 

排水性アスファルト舗装工１，８９４㎡、透水性平板設置工１，２２３㎡、照明工一式、 
交通安全施設工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１９日まで 

予定価格 １２５，９６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内又は泉区内の 
いずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－２７３９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００９３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線（南山田大棚勝田地区）街路整備工事（その４） 

施工場所 
都筑区大棚町２００番２から南山田町４１３０番２まで 

工事概要 

アスファルト舗装工２，１２２㎡、路盤工２，１６５㎡、Ｌ型側溝工Ｌ＝８８ｍ、ＬＯ型 
側溝工Ｌ＝３２１ｍ、区画線設置工Ｌ＝９２７ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ８６，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者、又は平成１６年 
９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知されたほ装に係る工事の横浜市請負工 
事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 
知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 
の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者である 
こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 
平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時２５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５２６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００９３ 

工事件名 
都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線（南山田大棚勝田地区）街路整備工事（その４） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２５条第１項第６号に規定する隣接施 
  工に該当する工事（ただし、本件工事の開札日において、竣工検査及び引渡しが完了 
  している場合は隣接施工には該当しない。）：都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線（南山 
  田大棚勝田地区）街路整備工事 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６１４０１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新山下貯木場排水改善及び宅盤整備工事（その２） 

施工場所 
中区新山下三丁目８番８ほか 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ１００㎜～Φ２００㎜、Ｌ＝４２３．８ｍ）、プレキャスト擁壁設置工 
（Ｈ＝０．７５ｍ～１．５ｍ、Ｌ＝３２８．２ｍ）、宅盤造成工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月 ９日まで 

予定価格 ７１，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内又は栄区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時４０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 港湾局建設課 電話 ０４５－６７１－７３０２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子ポンプ場ホッパー室築造等工事（建築工事） 

施工場所 
磯子区磯子二丁目２９番１９号 

工事概要 

ホッパー施設新築工（ＲＣ造、地上２階建、延床面積１７２．４０㎡）、ポンプ施設改修 
工（屋根防水工２００．８０㎡、外壁改修工１，８４４．１０㎡）、自家発電施設外壁改 
修工５４７．００㎡、渡り廊下外壁改修工４９．３０㎡ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２８日まで 

予定価格 ６４，６４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内又は泉区内の 
いずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３１７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区岡村地区下水道再整備工事（その６） 

施工場所 
磯子区岡村一丁目２４番１０号地先から１３番８号地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０㎜～Φ６００㎜、Ｌ＝３７６．２ｍ）、強プラ管布設工（Φ 
７００㎜、Ｌ＝８３．７ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０㎜、Ｌ＝１３０．３ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ９月２８日まで 

予定価格 ７６，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内又は栄区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時４０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－３９８３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区丸山地区下水道再整備工事（その３） 

施工場所 
磯子区丸山一丁目１番地先から２２番地先まで 

工事概要 

ヒューム管布設工（Φ７００㎜、Ｌ＝２ｍ）、塩ビ管布設工（Φ２５０㎜～Φ６００㎜、 
Ｌ＝３１７．２ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０㎜～Φ６００㎜、Ｌ＝４９．３ｍ）、イン 
バート工（Φ７００㎜～Φ８００㎜、Ｌ＝１８１．６ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ６月２９日まで 

予定価格 ８４，９５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者、又は平成１６年 
９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された土木に係る工事の横浜市請負工 
事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 
知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 
の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者である 
こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 
平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時０５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－２８６１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区潮田幹線更新工事 

施工場所 
鶴見区向井町２丁目６６番地先から仲通１丁目５４番地先まで 

工事概要 

インバート工（Φ２５０㎜～Φ３５０㎜、Ｌ＝７７３．８ｍ）、小口径推進工（Φ２５０ 
㎜、鋼管さや管方式、Ｌ＝１９ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ６月２９日まで 

予定価格 １１２，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、港北区内、青葉区内又は都筑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－３５７１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄第二水再生センター揚水ポンプ（５０号機）設備工事 

施工場所 
栄区長沼町８２番地 

工事概要 

立軸うず巻き斜流ポンプ（口径６００㎜）製作・据付１台、主ポンプ用電動機製作・据付 
１台、緩閉式逆止弁製作・据付１台、電動蝶形弁製作・据付１台 ほか 

工期 契約締結の日から平成２０年 ３月１４日まで 

予定価格 ８０，９５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置
すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設 
等）におけるポンプ設備工事の元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）における口径 
４５０㎜以上のポンプ設備（立軸うず巻き斜流型）の新設又は増設工事の元請としての施 
工実績を有し、かつ、同設備は開札日において１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。工事内容欄 
に工事を施工した施設の名称を記入すること。） （３）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、ポンプの種類及 
び口径並びに稼動日を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等 
の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３２４ 

工事件名 
栄第二水再生センター揚水ポンプ（５０号機）設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事において製作・据付する機器・装置のうち、指定した製品については、環 
  境創造局指定製品及び選定業者名簿（下水道設備用）において選定された製造業者の 
  製品を使用する旨、一般仕様書において定めがあるので留意すること。 
（３）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（５）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（７）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０３２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター汚泥焼却３号炉熱回収設備工事 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地の１ 

工事概要 

空気予熱器製作・据付２基、熱媒油冷却器製作・据付１基、温水発生器製作・据付１基、 
空気タンク製作・据付２基 ほか 

工期 契約締結の日から平成２０年 ３月１４日まで 

予定価格 ２１２，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：焼却設備工事又はその他の機械器具工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

清掃施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

上記の技術者は、平成８年４月１日以降に完成した、汚泥ケーキ１００ｔ／日‐ＷＢ以上 
の処理能力を有する焼却炉に係る熱回収設備工事の元請としての施工経験を有すること。 
 
平成８年４月１日以降に完成した、汚泥ケーキ１００ｔ／日‐ＷＢ以上の処理能力を有す 
る焼却炉に係る熱回収設備の新設又は増設工事の元請としての施工実績を有し、かつ、同 
設備は開札日において１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。工事内容欄 
に工事概要及び焼却炉の処理能力を記入すること。） （３）監理技術者講習修了証の写 
し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提 
出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事概要、焼却炉の処理能力及び当該設 
備の稼動日を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を 
添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３２５ 

工事件名 
北部第二水再生センター汚泥焼却３号炉熱回収設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（５）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（６）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０３４３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄処理区戸塚区鳥が丘地区下水道再整備工事（その６） 

施工場所 
戸塚区鳥が丘５１番地先から６０番地先まで 

工事概要 

汚水取付管布設工（Φ１５０㎜、Ｌ＝２９７．７ｍ、８０か所）、雨水取付管布設工（Φ 
１５０㎜～Φ２００㎜、Ｌ＝５４５．１ｍ、１７２か所） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２７日まで 

予定価格 ６０，２９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、保 
土ケ谷区内、旭区内、緑区内、戸塚区内、泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時０５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局管路保全課 電話 ０４５－６７１－２８３１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
松見町一丁目中央公園整備工事 

施工場所 
神奈川区松見町１丁目１１番地ほか 

工事概要 

整備面積：約２，０００㎡、基盤整備工、植栽工（高木植栽工、中低木植栽工、地被類植 
栽工）、設備工、園路広場整備工、施設整備工、道路整備工 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ５０，８２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－２６５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３４７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区中島地区下水道再整備工事（その３） 

施工場所 
南区通町３丁目４９番地先から大橋町１丁目１番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０㎜～Φ４５０㎜、Ｌ＝９６６．４ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０ 
㎜～Φ４００㎜、Ｌ＝１６２．７ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 １７２，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者、又は平成１６年 
９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された土木に係る工事の横浜市請負工 
事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 
知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 
の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者である 
こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 
平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－２８６１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        37

契約番号 ０６２１０１０３４８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区東希望が丘地区下水道整備工事（その３９） 

施工場所 
旭区東希望が丘１９０番地先から１９２番地先まで 

工事概要 

泥濃式推進工（Φ１，３５０㎜、Ｌ＝１４１．２ｍ、Ｒ＝３０ｍ（１か所）、Ｒ＝６５ｍ 
（１か所））、刃口推進工（Φ１，３５０㎜、Ｌ＝５．８ｍ）、ボックスカルバート布設 
工（□１，０００㎜×１，０００㎜、Ｌ＝６５．９ｍ）、塩ビ管布設工（Φ３５０㎜、Ｌ 
＝８．１ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２０年 ２月２０日まで 

予定価格 １７１，１２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成８年４月１日以降に完成した管径１，１００㎜以上の推進工事の元請としての 

施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、 
出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

（２）平成８年４月１日以降に完成した最小曲線半径６０ｍ以下の施工箇所を含む管径 
８００㎜以上の推進工事の元請としての施工経験を有する推進工事技士（平成４年７ 
月１０日建設省告示第１３００号）を施工現場に専任で配置すること（監理技術者と 
の兼任可）。 

提出書類 

※次頁のとおり 
  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３４８ 

工事件名 
都筑処理区東希望が丘地区下水道整備工事（その３９） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。推進工事技 
士については、配置技術者（変更届）届出書のその他の資格番号欄に推進工事技士の番号 
を、工事経験欄に推進工法の種類、管径、延長及び最小曲線半径を記入すること。） （ 
３）推進工事技士登録証の写し及び所属の確認できる書類（監理技術者資格者証又は健康 
保険証の写し等） （４）監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日 
以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。） （５）施工実績調書（ 
工事内容欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併せて、その実績を証明する契約 
書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０３４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢処理区釜利谷南地区下水道整備工事（その９） 

施工場所 
金沢区釜利谷南二丁目１６番１地先から１９番８地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２００㎜～Φ５００㎜、Ｌ＝１，１４５ｍ）、低耐荷力オーガ推進工（ 
Φ２５０㎜、Ｌ＝４５．５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２０年 ３月２８日まで 

予定価格 １５９，０８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
かぶと塚ふれあいの樹林整備工事（その１） 

施工場所 
鶴見区駒岡三丁目２４９３番ほか 

工事概要 

法面工一式（Ｈ＝１４ｍ、法枠工一式、植生基材吹付工４０７㎡、モルタル吹付工５１㎡ 
） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ６０，６５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 とび・土工 

格付等級 - 

登録細目 【とび・土工：法面工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

とび・土工工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した高さ８ｍ以上の法面工事の元請としての施工実績を有す 
ること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事概要及び 
法面の高さを記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を 
添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－２６５１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成１８年度いたち川紅葉橋架替工事 

施工場所 
栄区上郷町７２０番地２３地先 

工事概要 

迂回路工（舗装工１，３１４㎡ 防護柵設置工Ｌ＝４３７ｍ）、仮橋工３橋（Ｈ形鋼打込 
５５本、覆工版５９０㎡、舗装工４６８㎡）、土留め工１か所（Ｈ形鋼打込９本、覆工版 
１５㎡） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月３１日まで 

予定価格 ５８，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次の（１）及び（２）の工事の元請としての施工実績を 
有すること（（１）及び（２）は別工事でも可。当該施工実績が共同企業体の構成員とし 
ての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 
（１） 杭基礎工（場所打ち杭に限る。）を含む橋梁下部工事 
（２） 杭径２，０００㎜以上の場所打ち杭工を含む工事 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に、杭径及び施 
工した工事の内容を実績ごとに記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書 
の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局河川事業課 電話 ０４５－６７１－３９８２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３５３ 

工事件名 
平成１８年度いたち川紅葉橋架替工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を、本件工事の請負契約の相手方と随 
  意契約により締結する予定がある。 
（全体工事概要） 
 ・迂回路工（舗装工１，３１４㎡ 防護柵設置工Ｌ＝４３７ｍ） 
 ・仮橋工３橋（Ｈ形鋼打込５５本、覆工版５９０㎡、舗装工４６８㎡） 
 ・土留め工一式 
 ・既設橋梁下部撤去工一式 
 ・橋梁下部工（基礎工（場所打ち杭、Φ２，０００㎜、Ｌ＝８ｍ、６本）、逆Ｔ式橋台 

２基） 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）平成１７・１８年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種の土木に係 
  る工事最高請負実績の元請金額が８９，４００，０００円に満たない者で、かつ、下 
  請金額が１１９，２００，０００円に満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入 
  札取扱要綱第２５条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 
  と。 
（４）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６３１０１００４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道汐入豊岡線舗装補修工事 

施工場所 
鶴見区向井町１丁目１番１地先から潮田町２丁目５３番２地先まで 

工事概要 

排水性アスファルト舗装工６，３２０㎡、切削工４，６２０㎡、Ｌ型側溝工Ｌ＝３９５ｍ 
、区画線設置工Ｌ＝２，３６０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ７４，８６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又 
は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時０５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 鶴見区鶴見土木事務所 電話 ０４５－５１０－１６７１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６３６０１００３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南区日野九丁目地内道路改良工事 

施工場所 
港南区日野九丁目２７番地先 

工事概要 

掘削工１，６０６．８㎥、擁壁工（もたれ式擁壁工９６㎥、大型ブロック積擁壁工２１０ 
㎡、コンクリートブロック積工９４㎡）、コンクリート吹付工６７㎡、アスファルト舗装 
工３０１㎡、転落防止柵設置工Ｌ＝４４ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１６日まで 

予定価格 ５０，３７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 ９時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６３６０１００３９ 

工事件名 
港南区日野九丁目地内道路改良工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２３条第２号の規定により上位等級を 
  指定 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６３７０１００５７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道狩場町第１５５号線保土ケ谷区権太坂三丁目地内道路改良工事 

施工場所 
保土ケ谷区権太坂三丁目１番地先 

工事概要 

アスファルト舗装工４，３９４㎡、路盤工１，１９０㎡、Ｌ型側溝工Ｌ＝１２８ｍ、ＬＯ 
型側溝工Ｌ＝２２３ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１９日まで 

予定価格 ５５，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又 
は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時２５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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約番号 ０６４７０１００４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道岡津第２１号線（岡津第２４０号線）弥生台地内舗装補修工事 

施工場所 
泉区弥生台１２番地から１４番地先まで 

工事概要 

保水性舗装工１，５５８㎡、保水性ブロック設置工１，０１９㎡、路盤工１，０１９㎡、 
区画線設置工Ｌ＝３０９ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ５７，４６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり 
  

提出書類 

※次頁のとおり 
  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時２５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６４７０１００４４ 

工事件名 
市道岡津第２１号線（岡津第２４０号線）弥生台地内舗装補修工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の要件をすべて満たす技術修得型共同企業体であること。 
（１）市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であるこ 
  と（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。 
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、その共同企業体の総出資額 
  の１０分の４以上であるとともに、代表者となる構成員（以下「代表構成員」という 
  。）の出資比率は、当該共同企業体構成員中最大であること。 
（４）各構成員は、前頁の入札参加資格を満たす者であること。 
（５）代表構成員の平成１７・１８年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工 
  種のほ装に係る工事最高請負実績の元請金額が、３６，１９９，８００円以上である 
  こと。 
（６）構成員の組み合わせは、次のア．代表構成員の資格要件を満たす者とイ．市内企業 
  構成員の資格要件を満たす者による組み合わせであること。 
  ア．代表構成員の資格要件 
    平成８年４月１日以降に完成した、保水性舗装工事の元請としての施工実績を有 
   すること（共同企業体の構成員としての施工実績は、代表構成員のものに限 
   る。）。 
  イ．市内企業構成員の資格要件 
    所在地区分が市内であること。 
（７）市内企業構成員に所属する技術者を、本件工事における現場代理人又は監理技術者 
  として配置すること。 
 
 
【提出書類】 
（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。また、役職 
欄の監理技術者又は現場代理人のいずれか従事する方に丸印をつけること（現場代理人に 
従事する場合は、その他欄に現場代理人と記入し丸印をつけること。）。） （３）監理 
技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交 
付を受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に、代表構成員が施 
工した保水性舗装工の工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図 
書の写し等の書類を添付すること。） （５）共同企業体協定書兼委任状 
なお、配置技術者（変更）届出書については、契約番号０６４７０１００４４番及び 
０６４７０１００４５番の工事件名を併記すること。 
 
【注意事項】 
（１）本件工事は契約番号０６４７０１００４５番の工事と合併入札を行う。 
   予定価格については、契約番号０６４７０１００４４番及び０６４７０１００４５ 
  番の合計金額を契約番号０６４７０１００４４番に記載する。 
   入札参加にあたっては、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入し、設 
  計図書代金領収書（写）を併せて提出すること。ただし、設計図書の購入先・申込期 
  限欄において「電子図渡しを行う」としている案件については、横浜市ホームページ 
  発注情報画面より当該合併入札に係るすべての工事の設計図書をダウンロードするこ 
  と。 
（２）特記仕様書において保水材料について定めがあるので留意すること。 
（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（５）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文９（１２） 
  を参照）。 
（４）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（５）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号          
  ０６４７０１００４４番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 
  すること。 
（６）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６４７０１００４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道岡津第２１号線（岡津第２４０号線）弥生台地内舗装補修付帯工事 

施工場所 
泉区弥生台１２番地から１４番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工１，５５８㎡、保水性ブロック設置工２１０㎡、Ｌ型側溝工Ｌ＝ 
４０９ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

契約番号０６４７０１００４４番に記載する。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

契約番号０６４７０１００４４番に記載する。 

提出書類 

契約番号０６４７０１００４４番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １０時２５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０６４７０１００４４番の工事と合併入札を行う。 
なお、その他の注意事項については、契約番号０６４７０１００４４番に記載する。 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０２１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢中学校エレベーター設置その他工事（建築工事） 

施工場所 
金沢区釜利谷東一丁目１番１号 

工事概要 

エレベーター室・車椅子トイレ増築工（ＲＣ造、地上３階建、延床面積約６１㎡）、屋外 
階段増築工２か所、防火防煙シャッター新設工３か所、既存防火シャッター等改修工９か 
所 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１５日まで 

予定価格 ５４，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内又は泉区内の 
いずれかにあること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６９  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６７１０１０２１６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
勝田小学校耐震補強その他工事 

施工場所 
都筑区勝田町２６６番地 

工事概要 

鉄骨枠付外付けブレース設置工１２か所、耐震スリット設置工６か所、鉄骨避難バルコニ 
ー新設工、鉄骨渡り廊下一部撤去新設工 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 ５３，６６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者、又は平成１６年 
９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された建築に係る工事の横浜市請負工 
事検査事務取扱規程第９条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の通 
知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上 
の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が７５点以上の者である 
こと。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証 
の交付を受けている者は提出不要。） （４）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、 
平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の建築部門に登載されている者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月 ６日（金）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１２日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１３日（金）午前 １１時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文９（９）を参照）。 
（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文８による。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第247号 

2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 
次のとおり、「戸塚・泉・栄区道路照明灯設置工事」ほか１件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成18年９月26日 
 

契 約 事 務 受 任 者 
横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 
１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ
て満たしていなければならない。 
(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２
項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者
であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 
(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 
(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 
(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし
、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡
し案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 
(7) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 
 
２ 入札参加手続等 
(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 
(2) 設計図書の購入等 
ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 
イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 
ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 
エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること
。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする
こと。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 
 
３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 
(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 
(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 
(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用
基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた
設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ
ること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参
加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価
格で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 
 

４ 入札の無効 
次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 
(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 
(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 
(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と
して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ
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ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ
ードを用いて行った入札 

 
５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札
を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を
入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価
格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする
。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 
(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし
、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効
とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認
を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開
札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午
後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記
期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を
満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、
当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置
要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）
には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入
札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 
６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 
 
７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い
の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各
会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支
払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
来高に応じて行う。 

 
８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか
否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締
結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ
の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技
術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入
札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな
い。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 
 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 
 (7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 
(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の
規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は
、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種
の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を
乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当
該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事
請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する
こと。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜
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市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定
書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約
第一課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならな
い。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜
市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則
、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工
事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        55

 

契約番号 ０６１２０１００８０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚・泉・栄区道路照明灯設置工事 

施工場所 
戸塚区平戸町７４９番地先ほか９か所 

工事概要 

道路照明灯新設工（建柱工含む。）４１基、道路照明灯建替工３１基 ほか 
    

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ２５，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置工 
事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

※次頁のとおり 
  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１１日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１７日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局施設課 電話 ０４５－６７１－２７８８  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６１２０１００８０ 

工事件名 
戸塚・泉・栄区道路照明灯設置工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 
欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類 
を添付すること。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６２１０１０２８５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中部処理区中区矢口台地区下水道再整備工事 

施工場所 
中区矢口台１４６番地先から１５１番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ３００㎜～Φ３５０㎜、Ｌ＝４２．６ｍ）、小口径推進工（低耐荷力オ 
ーガ推進、Φ２５０㎜～Φ３００㎜、Ｌ＝３６．６ｍ）、ライナープレート立坑築造工（ 
Ｈ＝６．５ｍ～７．６ｍ、２か所） 

工期 契約締結の日から平成１９年 ５月３１日まで 

予定価格 ２６，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した推進工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

※次頁のとおり 
  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１１日（水）午前 ９時００分から 
平成１８年１０月１７日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路保全課 電話 ０４５－６７１－２８３１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０２８５ 

工事件名 
中部処理区中区矢口台地区下水道再整備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）配置技術者（変更）届出 
書（第６号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３） 
主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 
険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明 
する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）。 （４）監理技術者を配 
置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理 
技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要。）。 （５）施工実績調書（工事内容 
欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設 
計図書の写し等の書類を添付すること。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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横浜市調達公告第248号 

2,500万円未満の一般競争入札の施行 
次のとおり、「南本牧ふ頭建設工事・南本牧大橋舗装補修工（その２）」ほか４件の工事について、一般

競争入札を行う。 
平成18年９月26日 

 
契 約 事 務 受 任 者 
横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 
１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ
て満たしていなければならない。 
(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２
項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者
であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 
(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 
(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 
(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし
、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡
し案件」という。）を除く。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市工
事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 
２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 
(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に工事ごとに定める工事担当課において閲覧に供する。 
イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 
ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 
エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること
。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ
と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 
 
３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 
(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は

認めない。 
(3) 入札書は、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第１０条第２項に定める所定の用紙を用いること

。 
(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させ
ること。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。
なお、当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求める場合があるので、入札後も落札決定までの期間
は各自保管するものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した
金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とす
るので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち
会わないときは、当該入札事務に関係のない本市職員を立ち会わせるものとする。 

(7) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価
格で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載
すること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在
地、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出す
ること。 

 
４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 
(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 
(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 
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(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 
(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構

成員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 
(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 
(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 
(8) ３(8)及び(9)に定める方法によらない入札 

 
５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札
を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を
発表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 
(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし
、その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することを
もって通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効
とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(2) の入札参加資格の確認
を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) (2) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、入
札日（(3) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午
後５時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記
期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を
満たす者でないとし、(3) イの手続により落札者を決定する。 

(5) (3) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、
当該落札候補者に通知する。 

(6) (2) の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当
該入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引かな
い者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員をしてくじを引かせ落札者を
決定するものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要
綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に
は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を
行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 
６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第

29条までの規定よる。 
 
７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払い
の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各
会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支
払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出
来高に応じて行う。 

 
８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか
否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締
結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ
の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技
術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入
札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな
い。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 
 (6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 
 (7) ５(2) の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合
は、当該工事の契約は締結しないものとする。 
なお、入札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗
じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        61

事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事請負
に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則、
横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところ
によるものとする。 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        62

 
契約番号 ０６１４０１００６７ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
南本牧ふ頭建設工事・南本牧大橋舗装補修工（その２） 

施工場所 
中区南本牧ふ頭地先 

工事概要 

砕石マスチック舗装工１，５００㎡、アスファルト舗装工１，５００㎡、防水材塗布工 
１，５４１㎡、区画線設置工Ｌ＝６００ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１８年１２月１８日まで 

予定価格 １５，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ又はＢ】 

登録細目 【ほ装：アスファルト舗装工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した砕石マスチック舗装工事又はグースアスファルト舗装工 
事の元請としての施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実 
績の場合は、代表構成員のものに限る。）。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 
号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 
記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 
）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 
保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて 
、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 ９時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 
  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 
  札金額と一致させること。 
（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 港湾局南本牧ふ頭建設事務所 電話 ０４５－６２２－５５４０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３１６ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
金沢水再生センター６系水処理反応タンク等水質計器等修理工事 

施工場所 
金沢区幸浦一丁目１７番地 

工事概要 

ＭＬＳＳ計交換工１台、ＤＯ計センサー交換工６台、電磁流量計用変換器交換工１台 

工期 契約締結の日から平成１９年 １月１９日まで 

予定価格 ３，４３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した計装設備設置工事の元請としての施工実績を有すること 
。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 
号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 
記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 
）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 
保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて 
、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
株式会社昭和工業写真社、株式会社創 
平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 
  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 
  札金額と一致させること。 
（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局金沢水再生センター 電話 ０４５－７７３－３０９６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３１９ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
羽沢町公園ほか１３公園照明施設改良工事 

施工場所 
神奈川区羽沢町５２６番８ほか 

工事概要 

照明灯工（建柱工含む。）２７基、分電盤工１面 ほか 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 １６，３６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置工 
事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 
号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 
記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 
）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 
保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて 
、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 
  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 
  札金額と一致させること。 
（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２６１６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６２１０１０３２０ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
西部水再生センター雨水ポンプ施設外灯照明設備工事 

施工場所 
戸塚区東俣野町２３１番地 

工事概要 

外灯照明設備工（建柱工含む。）３基、配線・配管工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年 ２月２８日まで 

予定価格 １，６２８，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置工 
事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 
号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 
記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 
）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 
保険被保険者証の写し） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて 
、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 
  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 
  札金額と一致させること。 
（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０６４４０１００３２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
都筑区共同排水設備受託工事（１８－１） 

施工場所 
都筑区大熊町８５２番地 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ１００㎜、Ｌ＝２１．６ｍ）、コンクリート桝築造工１か所、アスファ 
ルト舗装工２２．３㎡ 

工期 契約締結の日から平成１８年１１月３０日まで 

予定価格 １，１９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地 
  が、鶴見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、 
  都筑区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 
（２）横浜市排水設備指定工事店規則（平成１１年１月規則第１号）第４条で規定する排 
  水設備指定工事店証を有している者であること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電 
子図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） （２）主任技術者届出書（第７ 
号様式。平成１８年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）（２）に 
記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （４ 
）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用 
保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
株式会社ネイティブ、株式会社新日本プリント 
平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 
詳細については、横浜市契約財産部掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１８日（水）午前 ９時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル２階入札室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 
  書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入 
  札金額と一致させること。 
（２）入札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（７）を参照）。 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 249 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 18 年９月 26 日 

                            契約事務受任者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者 又

は 随 意 契

約 の 相 手

方 を 決 定

した日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 電子入札シス

テム保守委託

（その 2） 

横浜市行政運

営調整局契約

財産部契約第

一課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 18 年

8 月 4日 

日本電気株式会社

神奈川支店 

西区みなとみらい

二丁目 3番 5号 

円

29,148,000

随 意 契

約 

－ 政府調

達に関

する協

定（平

成７年

条約第

23

号）第

15 条

第１項

（d）

２ ごみ中継輸送

用コンテナボ

ックス 10 個の

借入 

横浜市行政運

営調整局契約

財産部契約第

二課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 18 年

8 月 22 日

日本キャピタル株

式会社神奈川法人

営業支店 

神奈川区栄町 1 番

地 1 

    

1,373,400

一 般 競

争入札 

平成 18 年

７月４日

 

 

 － 

３ 生活保護ＯＡ

機器一式の借

入 

同 平成 18 年

7 月 19 日

日本電子計算機株

式会社 

東京都千代田区丸

の内三丁目 4 番 1

号 

2,110,500

同 平成 18 年

６月６日 － 

４ 覆土材（切砕

約 7,425 立方

メートル及び

再生路盤材約

4,925 立方メー

トル）の購入 

同 平成 18 年

8 月 22 日

株式会社杉山一朗

商店 

鶴見区生麦五丁目

11 番 3 号 

 38,277,750

同 平成 18 年

７月４日 － 

５ 焼却設備用白

灯油約 925,000

リットルの購

入 

同 平成 18 年

8 月 22 日

久良岐屋石油株式

会社 

港北区小机町 2561

番地 

 74,786,250

同 同 

－ 
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水道局調達公告第 58 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成 18 年９月 26 日 

横浜市水道事業管理者     

水道局長 大 谷 幸二郎   

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

ア 口径 13 ミリメートル水道デジタルメーター（Ａバーター）4,000 個の購入 

イ 口径 20 ミリメートル水道デジタルメーター（新品）15,000 個の購入 

ウ 口径 20 ミリメートル水道デジタルメーター（Ａバーター）9,000 個の購入 

エ 口径 20 ミリメートル水道デジタルメーター（Ｂバーター）15,800 個の購入 

オ 口径 13 ミリメートル水道リモートメーター（Ａバーター）1,000 個の購入 

カ 口径 20 ミリメートル水道リモートメーター（Ａバーター）15,400 個の購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限及び数量 

入札説明書による。 

(4) 納入場所 

南区中村町４丁目3 0 5番地 

横浜市水道局配水部給水装置課量水器係 

(5) 入札方法 

第１号アからカに掲げる物品ごとに入札に付し、数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和 39 年４月水道局規程第 16 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及

び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「水道用品」に登録が認められて

いる者であること。 

(3) 平成 18 年 10 月５日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市水道局一般競争参加停止

及び指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品に係る製造実績若しくは納入実績を有する者であること又は当該物品を納入することが可

能な者であること。 

(5) 当該物品の仕様の条件を満たしていることについて、横浜市水道局の確認を受けた者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加の手続を行わなければならない。 

(1) 提出書類及び提出部課  

入札説明書による。 

(2) 提出期限 

平成 18 年 10 月５日（ただし、納入実績調書は平成 18 年 10 月 13 日、仕様確認依頼書は平成 18 年

10 月 23 日）午後５時まで 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市水道局管財部契約課（関内中央ビル４階） 

上田 電話 045(671)3062（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者が次のいずれか

水 道 局 
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に該当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

(1) 交付期間 

平成 18 年９月 26 日から平成 18 年 10 月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 交付場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市水道局管財部契約課（関内中央ビル４階） 

電話 045(671)3062（直通） 

(3) 交付方法 

有償（5 0 0円）で交付する。この場合、入札説明書等交付希望者は、第３項第３号に掲げる部課で

配付する納入通知書で、横浜市水道局指定の金融機関等に納付後、前号の部課において領収書の確認

を受けた上で交付を受ける。 

７ 入札及び開札の日時及び場所等 

(1) 日時 

第１項第１号アからカに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 

イ 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 20 分 

ウ 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 30 分 

エ 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 40 分 

オ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 40 分 

カ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 50 分 

(2) 場所 

横浜市水道局管財部契約課入札室 

ただし、郵送による入札については、平成 18 年 11 月 20 日午後５時までに第３項第３号に掲げる部

課に必着のこと。 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 

(2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(3) 横浜市水道局契約規程第 19 条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定 

横浜市水道局契約規程第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

納品検査終了後、合格した数量に対する請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 
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13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of 4,000 13mm digital water meters (Ａ-barter） 

② Purchase of 15,000 20mm digital water meters (new） 

③ Purchase of 9,000 20mm digital water meters (Ａ-barter） 

④ Purchase of 15,800 20mm digital water meters (Ｂ-barter） 

⑤ Purchase of 1,000 13mm remote water meters (Ａ-barter） 

⑥ Purchase of 15,400 20mm remote water meters (Ａ-barter） 

(2) Date of tender: 

① 9:00 a.m., 21 November, 2006 

② 9:20 a.m., 21 November, 2006 

③ 9:30 a.m., 21 November, 2006 

④ 9:40 a.m., 21 November, 2006 

⑤ 11:40 a.m., 21 November, 2006 

⑥ 11:50 a.m., 21 November, 2006 

(3) Contact point for the notice: Contract Division, Water Works Bureau, City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017，TEL 045(671)3062 
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水道局調達公告第 59 号 

一般競争入札の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成 18 年９月 26 日 

                                                                    横浜市水道事業管理者     

水道局長 大 谷 幸二郎   

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

ア 口径 13 ミリメートル水道デジタルメーター（Ｂバーター）1,800 個の購入 

イ 口径 25 ミリメートル水道デジタルメーター（Ａバーター）1,200 個の購入 

ウ 口径 25 ミリメートル水道デジタルメーター（Ｂバーター）1,800 個の購入 

エ 口径 40 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）120 個の購入 

オ 口径 50 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）40 個の購入 

カ 口径 50 ミリメートル水道アナログメーター（Ｂバーター）80 個の購入 

キ 口径 75 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）３個の購入 

ク 口径 75 ミリメートル水道アナログメーター（Ｂバーター）５個の購入 

ケ 口径 100 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）３個の購入 

コ 口径 100 ミリメートル水道アナログメーター（Ｂバーター）６個の購入 

サ 口径 150 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）７個の購入 

シ 口径 200 ミリメートル水道アナログメーター（Ａバーター）３個の購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限及び数量 

入札説明書による。 

(4) 納入場所 

南区中村町４丁目3 0 5番地 

横浜市水道局配水部給水装置課量水器係 

(5) 入札方法 

第１号アからシまでに掲げる物品ごとに入札に付し、数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和 39 年４月水道局規程第 16 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及

び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「水道用品」に登録が認められて

いる者であること。 

(3) 平成 18 年 10 月５日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市水道局一般競争参加停止

及び指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品に係る製造実績若しくは納入実績を有する者であること又は当該物品を納入することが可

能な者であること。 

(5) 当該物品の仕様の条件を満たしていることについて、横浜市水道局の確認を受けた者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者は、次のとおり入札参加の手続を行わなければならない。 

(1) 提出書類及び提出部課  

入札説明書による。 

(2) 提出期限 

平成 18 年 10 月５日（ただし、納入実績調書は平成 18 年 10 月 13 日、仕様確認依頼書は平成 18 年

10 月 23 日）午後５時まで 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市水道局管財部契約課（関内中央ビル４階） 
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上田 電話 045(671)3062（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者が次のいずれか

に該当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

(1) 交付期間 

平成 18 年９月 26 日から平成 18 年 10 月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 交付場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市水道局管財部契約課（関内中央ビル４階） 

電話 045(671)3062（直通） 

(3) 交付方法 

有償（5 0 0円）で交付する。この場合、入札説明書等交付希望者は、第３項第３号に掲げる部課で

配付する納入通知書で、横浜市水道局指定の金融機関等に納付後、前号の部課において領収書の確認

を受けた上で交付を受ける。 

７ 入札及び開札の日時及び場所等 

(1) 日時 

第１項第１号アからシまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 10 分 

イ 平成 18 年 11 月 21 日午前９時 50 分 

ウ 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 

エ 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 10 分 

オ 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 20 分 

カ 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 30 分 

キ 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 40 分 

ク 平成 18 年 11 月 21 日午前 10 時 50 分 

ケ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 

コ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 10 分 

サ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 20 分 

シ 平成 18 年 11 月 21 日午前 11 時 30 分 

(2) 場所 

横浜市水道局管財部契約課入札室 

ただし、郵送による入札については認めない。 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 

(2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(3) 横浜市水道局契約規程第 19 条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定 

横浜市水道局契約規程第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

(1) 前金払 

行わない。 
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(2) 契約金の支払方法 

納品検査終了後、合格した数量に対する請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約書作成の要否 

要する。 

(2) 詳細は、入札説明書による。 
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水道局調達公告第60号 

5,000万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

 次のとおり、「工業用水道 小野町φ３００ｍｍ配水管布設替工事」ほか 13 件の工事について、一般競争

入札を行う。 

平成18年９月26日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 大 谷 幸二郎 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡し

案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、

横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に

定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(10)に定める場合を除く

。 

(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。ただし、オの場合を

除く。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市水道局電子入札運

用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させる
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こと。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札

がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同一

の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員として

入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ

ードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじによ

り落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定する

まで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でな

いとし、(4)イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3)の入札参加資格の確

認とあわせて、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) (7)の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(9) (7)の調査にあたっては、当該落札候補者は、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱

に定める書類を各３部、別に指定した日時までに契約課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従

わなければならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8)に該

当するものとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 

(10) (9)に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。
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対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(8)に該当するものとし当該落札候補者を落札者としな

いものとする。 

(11) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除

く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最

低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 当局の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第1

4条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(9) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由なく

落札者となることを辞退した場合、又は、５(5)又は５(9)に定める書類を提出しない場合は、横浜市水

道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市水道局契約課長あての

書留郵便により郵送又は横浜市水道局管財部契約課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページの「ヨコハマ・入札のとびら」を参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市水道局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとす

る。 
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契約番号 ０６５２０１０４０９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 小野町φ３００ｍｍ配水管布設替工事 

 

施工場所 
鶴見区小野町６１番地の１先から末広町１丁目１番地先まで 

 

工事概要 

推進工事（泥土圧推進、φ５００ｍｍ：６２ｍ）一式、配水管新設工事（開削、ＮＳφ３００

ｍｍ：１３０ｍほか）一式、配水管撤去工事一式、管閉塞工事一式、路面復旧工事一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 ６１，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は、準市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）技術適性リストの〔土木〕鉄道横断・近接工事ａ区分に登載されているもの。 

（２）水道施設工事業に係る建設業許可を受けていること。 

※（１）及び（２）の条件を有すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要領第２３条第２号の規定により上位等級

を指定 

 

工事担当課 水道局工業用水課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４１１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西谷浄水場管理棟耐震改修工事（建築） 

 

施工場所 
保土ヶ谷区川島町５２２番地 

 

工事概要 

耐震改修工事（耐震壁設置６１か所：ＲＣ補強壁３７か所、外付補強（ピタコラム工法）２４

か所、内装改修一式、外壁全面改修一式）一式、２階・３階事務室内装改修工事一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から５００日間 

予定価格 ３６８，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 

）。 

 

設計図書の購入先・申込期限 

ＪＦＥネット株式会社、株式会社福寿企画 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１９日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

 

工事担当課 水道局建設課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢ポンプ設備新設工事（その２）［電気設備］ 

 

施工場所 
金沢区能見台六丁目３７番地ほか 

 

工事概要 

機器（所内変圧器盤、ポンプ変圧器盤、ＶＶＶＦ盤、自動制御・計装装置ほか）一式、機器据

付工一式、機器移設工一式、電気工一式ほか 

 

工期 契約締結の日から５１０日間 

予定価格 ４０３，８９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 制限なし 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日以降に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内の上水道事業、工業

用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道施設等）の高圧閉鎖配電

盤及び低圧閉鎖配電盤の設置工事の元請としての施工実績を有するもの。 

（２）平成８年４月１日以降に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内の上水道事業、工業

用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道施設等）の監視制御盤及

び計装盤の設置工事の元請としての施工実績を有するもの。 

（３）本工事において製作・設置する高圧閉鎖配電盤、低圧閉鎖配電盤、及び監視制御盤・計

装盤について、設計できる部門並びに工事、技術管理及び検査体制を有し、社内基準に基づき

自ら工事、施工及び監理できること。また、機器故障等の緊急時に迅速に対応できる体制を有

していること。 

 

※（１）、（２）及び（３）の条件を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要） 

（４）施工実績調書（工事内容欄に設備に関する能力、機種形式、台数、納入年月、稼動年月

、実運転時間等を記入すること。）、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写

し等）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）配置する技術者は、当工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事

に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 水道局設備課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４１６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢ポンプ設備新設工事（その１）［ポンプ設備］ 

 

施工場所 
金沢区能見台六丁目３７番地 

 

工事概要 

機器（両吸込渦巻ポンプ、かご型三相誘導電動機、緩閉式逆止弁ほか）一式、機器据付・撤去

工一式、不断水工一式、構造物取壊工一式、塗装工一式ほか 

 

 

工期 契約締結の日から５１０日間 

予定価格 １５２，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 － 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 制限なし 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日以降に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内の上水道事業、工業

用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道施設等）の横軸両吸込渦

巻型ポンプ設備の新設又は増設工事の元請としての施工実績を有するもの。 

（２）本工事において製作・設置するポンプ設備について、設計できる部門ならびに工事、技

術管理及び検査体制を有し、社内基準に基づき自ら工事、施工及び監理できること。また機器

故障等の緊急時に迅速に対応できる体制を有していること。 

 

※（１）及び（２）の条件を有すること。 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要） 

（４）施工実績調書（工事内容欄に設備に関する能力、機種形式、台数、納入年月、稼動年月

、実運転時間等を記入すること。）、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写

し等）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）配置する技術者は、当工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事

に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 水道局設備課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４１７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀送水ポンプ設備改良工事 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 

三相誘導電動機一式、始動制御装置一式ほか 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ５４，２６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 － 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 制限なし 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日以降に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内の上水道事業、工業

用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道施設等）のポンプ設備を

設置した元請としての施工実績を有するもの。 

（２）本工事において設置するポンプ設備について、据付工事ができる部門ならびに技術管理

及び検査体制を有し、社内基準に基づき自ら工事、施工及び監理できること。また機器故障等

の緊急時に迅速に対応できる体制を有していること。 

 

※（１）及び（２）の条件を有すること。 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要） 

（４）施工実績調書（工事内容欄に設備に関する能力、機種形式、台数、納入年月、稼動年月

、実運転時間等を記入すること。）、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写

し等）。 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）配置する技術者は、当工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事

に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

工事担当課 水道局設備課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
蓬莱町ほか２か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
中区蓬莱町１丁目１番地の２先から長者町５丁目５３番地先までほか２か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：５８１ｍ、φ３００ｍｍ：１２０ｍほか）一式、

給水管取付替工（φ２５ｍｍ：３５か所、φ５０ｍｍ：１７か所）一式、配水管撤去工一式、

路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ８７，１７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ又はＢ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２６ 

工事件名 
蓬莱町ほか２か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
下永谷五丁目φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
港南区下永谷一丁目３３番８号先から三丁目６番１８号先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳ・Ｋφ３００ｍｍ：４１６ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２

５ｍｍ：１８か所、φ５０ｍｍ：１７か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 １２７，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。 

  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局南部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２４ 

工事件名 
下永谷五丁目φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 

（１）平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成８年４月１

日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公庁発注工

事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０％以上のもの

に限る。）又は平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水

管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

（２）平成１６年９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された上水道に係る工事

の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期

間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同

一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上で

あるもの。 

 

※（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容

の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成

した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不

要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注文請書等の写

し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出された下請負人選

定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鴨居四丁目ほか１０か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
緑区鴨居四丁目３０番２７号先から７７番１３号先までほか１０か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐Ｋ・ＮＳφ１５０ｍｍ：９５５ｍ、φ３００ｍｍ：１６ｍほか）一式

、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：７３か所、φ５０ｍｍ：５か所）一式、配水管撤去工一式、

路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 １１４，４８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局西部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２５ 

工事件名 
鴨居四丁目ほか１０か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４４６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 日野六丁目φ１５００ｍｍ配水管補強工事 

 

施工場所 
港南区日野六丁目４番先から日野中央一丁目２番先まで 

 

工事概要 

立坑築造工（ライナープレート式土留工φ３，３００ｍｍ：４か所、φ４，０００ｍｍ：３か

所）、漏水防止金具設置工（φ１，５００ｍｍ：７か所）一式、排水管新設工一式、排水管撤去

工一式、路面復旧工一式 

 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 ６７，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、有限会社サン・アート 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１９日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第２３条第２号の規定により上位等級

を指定 

工事担当課 水道局工業用水課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４４６ 

工事件名 
工業用水道 日野六丁目φ１５００ｍｍ配水管補強工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
秋葉町ほか１か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
戸塚区秋葉町２６６番地先から２５３番地先まで ほか１か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：９３５ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ

ｍ：８４か所、φ５０ｍｍ：１２か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 ８５，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

 

工事担当課 水道局南部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２７ 

工事件名 
秋葉町ほか１か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
蒔田町ほか１か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
南区蒔田町９９０番地先から大岡一丁目６３番２６号先までほか１か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ３００ｍｍ：３６０ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ

ｍ：５６か所、φ５０ｍｍ：１７か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ８４，０１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７年度災害協力業者名簿に登載されている者で、次の（１）又は（２）のいずれかに該

当すること。 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）及び（２）について、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２８ 

工事件名 
蒔田町ほか１か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
和泉町ほか４か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
泉区和泉町４，５４７番地の１先から４，５５４番地の３先までほか４か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：６１９ｍ、φ１５０ｍｍ：２２７ｍほか）一式、

給水管取付替工（φ２５ｍｍ：７８か所、φ５０ｍｍ：３か所）一式、配水管撤去工一式、路

面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ６３，７３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局西部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４２９ 

工事件名 
和泉町ほか４か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
向井町φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
鶴見区向井町２丁目６９番地の２先から潮田町２丁目９８番地先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ２００ｍｍ：２５９ｍ、φ３００ｍｍ：５ｍほか）一式、給水

管取付替工（φ２５ｍｍ：７６か所、φ５０ｍｍ：８か所）一式、配水管撤去工一式、路面復

旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ５３，１７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

 

 

 

 

  

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

  

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３０ 

工事件名 
向井町φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 

（１）平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成８年４月１

日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公庁発注工

事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０％以上のもの

に限る。）又は平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水

管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

（２）平成１６年９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された上水道に係る工事

の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期

間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同

一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上で

あるもの。 

 

※（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容

の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成

した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不

要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注文請書等の写

し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出された下請負人選

定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
瀬谷区瀬谷三丁目６番地の７先から１４番地の１先までほか２か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：４５４ｍ、φ１５０ｍｍ：１４５ｍほか）一式、

給水管取付替工（φ２５ｍｍ：６１か所、φ５０ｍｍ：２か所）一式、配水管撤去工一式、路

面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１３０日間 

予定価格 ４８，１２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ３時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局西部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３１ 

工事件名 
瀬谷三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 

（１）平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成８年４月１

日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公庁発注工

事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０％以上のもの

に限る。）又は平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水

管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

（２）平成１６年９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された上水道に係る工事

の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期

間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同

一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上で

あるもの。 

 

※（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容

の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成

した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不

要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注文請書等の写

し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出された下請負人選

定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第 61 号 

2,500万円以上5,000万円未満の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

 次のとおり、「（仮称）菊名合同庁舎建替工事（地上式災害用給水タンク）」ほか９件の工事について、一

般競争入札を行う。 

平成18年９月26日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 大 谷 幸二郎 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡し

案件」という。）を除く。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、

横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に

定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(9)に定める場合を除

く    。 

(2) 設計図書の購入等 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。ただし、オの場合を除

く。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市水道局電子入札運

用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた

設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させる
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こと。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格

で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同一

の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員として

入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ

ードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を入

札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でな

いとし、(4)イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く

。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって

入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        102

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 当局の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第1

4条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜市

のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書

兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市水道局契約課長あての書

留郵便により郵送又は横浜市水道局管財部契約課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページの「ヨコハマ・入札のとびら」を参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市水道局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとす

る。 
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契約番号 ０６５２０１０４１３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）菊名合同庁舎建替工事（地上式災害用給水タンク） 

 

施工場所 
港北区大豆戸町１５５番地 

 

工事概要 

地上式災害用給水タンク設置工（地上式１５ｍ３）一式、管布設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍ

ｍ：４３ｍほか）一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ３１，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 鋼構造 

格付等級 － 

登録細目 － 

所在地区分 市内又は、準市内 

技術者 

鋼構造物工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日の間に完成した工事で、導送配水管（鋼管）製作（口径２

，０００ｍｍ管以上）の元請実績を有すること。 

（２）水道施設工事業に係る建設業許可を受けていること。 

※（１）及び（２）の条件を有すること。 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）施工実績調書及び施工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等） 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）配置する技術者は、当工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事

に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

工事担当課 水道局建設課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４１４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀排水処理施設撤去工事 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 

建屋撤去工（鉄骨造１，２５９ｍ２）一式、機械設備撤去工一式、電気設備撤去工一式 

 

 

 

 

工期 契約締結の日から１３０日間 

予定価格 ２５，８２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 ひき屋・解体 

格付等級 － 

登録細目 【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置す

ること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要） 

 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社昭和工業写真社、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１８日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１９日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

工事担当課 水道局小雀浄水場   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中村町３丁目ほか３か所φ１００からφ２００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
南区中村町３丁目２０３番地の８先から中村町３丁目２０２番地の３先までほか３か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：３２６ｍ、φ２００ｍｍ：１．９ｍほか）一式、

給水管取付替工（φ２５ｍｍ：５１か所、φ５０ｍｍ：２９か所）一式、配水管撤去工一式、

路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ４７，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３２ 

工事件名 
中村町３丁目ほか３か所φ１００からφ２００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
浦舟町５丁目ほか２か所φ１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
南区浦舟町５丁目７７番地先から真金町１丁目１１番地先までほか２か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：２７８ｍ、φ２００ｍｍ：１６８ｍほか）一式、

給水管取付替工（φ２５ｍｍ：２１か所、φ５０ｍｍ：１５か所）一式、配水管撤去工一式、

路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１００日間 

予定価格 ４７，０１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 １時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３３ 

工事件名 
浦舟町５丁目ほか２か所φ１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北軽井沢ほか３か所φ５０から２００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
西区北軽井沢３６番地先から３４番地の２先までほか３か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：２０７ｍ、ＤＩＰ‐Ｋφ２００ｍｍ：２ｍほか）

一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：２１か所、φ５０ｍｍ：１５か所）一式、配水管撤去工

一式、路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ４６，１７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

  

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３４ 

工事件名 
北軽井沢ほか３か所φ５０から２００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
井土ヶ谷上町φ７５から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
南区井土ヶ谷上町１４番４号先から井土ヶ谷中町１５８番地先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：４０６ｍ、ＤＩＰ‐Ｋφ３００ｍｍ：２ｍほか）

一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：２７か所、φ５０ｍｍ：１６か所）一式、配水管撤去工

一式、路面復旧工一式 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ４５，７５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３５ 

工事件名 
井土ヶ谷上町φ７５から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        113

契約番号 ０６５２０１０４３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
菅田町φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
神奈川区菅田町１，５９９番地先から港北区小机町１，２５４番地先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：５６１ｍ）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：

２５か所、φ５０ｍｍ：２６か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 ４５，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

  

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３６ 

工事件名 
菅田町φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において「電子図渡

しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        115

契約番号 ０６５２０１０４３７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
根岸町φ７５から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
中区根岸町３丁目１７６番地先から１丁目１番地先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：６７６ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ

ｍ：３か所、φ５０ｍｍ：６か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ３４，９５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ２時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３７ 

工事件名 
根岸町φ７５から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南台三丁目ほか１か所φ１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
港南区港南台三丁目２番１０号先から４番２３号先までほか１か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：４４０ｍ、φ３００ｍｍ：１３ｍほか）一式、配

水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１２５日間 

予定価格 ３１，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

 

  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ３時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

工事担当課 水道局南部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３８ 

工事件名 
港南台三丁目ほか１か所φ１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小菅ヶ谷四丁目ほか１か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
栄区小菅ヶ谷四丁目１７番先から１８番先までほか１か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ－ＮＳφ１５０ｍｍ：２１１ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ

ｍ：１１か所、φ５０ｍｍ：２か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ２６，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

 

入札期間 
平成１８年１０月１０日（火）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１６日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年１０月１７日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図

書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。また、内訳

書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月３日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局南部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４３９ 

工事件名 
小菅ヶ谷四丁目ほか１か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（ただし、設計図書の購入先・申し込み期限欄において「電子

図渡しを行う」としている案件の場合は提出不要。） 

（２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 

（３）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康

保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（平成

１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。 

（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第62号 

2,500万円未満の一般競争入札の施行 

次のとおり、「工業用水道 上末吉二丁目φ１５０ｍｍ配水管試掘工事」ほか10件の工事について、一般

競争入札を行う。 

平成18年９月26日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 大 谷 幸二郎 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。ただし

、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下、「電子図渡し

案件」という。）を除く。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及

び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は認

めない。 

(3) 入札書は、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第10条第２項に定める所定の様式を用いる

こと。 

(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた設

計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させるこ

と。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。なお、

当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求められる場合があるので、入札後も落札決定までの期間は各

自保管するものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするの

で、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見
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積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち会

わないときは、当該入札事務に関係のない当局職員を立ち会わせるものとする。 

(7) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格

で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載す

ること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在地

、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出するこ

と。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構成

員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) ３(8)及び(9)に定める方法によらない入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を発

表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することをもっ

て通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(2)の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) (2)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、入札

日（(3)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でな

いとし、(3)イの手続により落札者を決定する。 

(5) (3)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(6) (2)の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当該

入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引かない者

があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない当局職員をしてくじを引かせ落札者を決定す

るものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く

。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって

入札を行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 
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(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(7) ５(2)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の前

払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市水道局工事請負等競争

入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６５２０１０４１０ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
工業用水道 上末吉二丁目φ１５０ｍｍ配水管試掘工事 

 

施工場所 
鶴見区上末吉二丁目１６番５号先から矢向一丁目４番３６号先まで 

 

工事概要 

試掘工（幅０．８ｍ×深さ１．５ｍ：１０か所）一式、路面復旧工一式 

 

 

 

 

工期 契約締結の日から７０日間 

予定価格 ３，８９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴見区

内、神奈川区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、泉区内又は瀬谷区内のい

ずれかにあること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社サン・アート、株式会社ワイシー・ドキュメント 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時１０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

工事担当課 水道局工業用水課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４１２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
小雀２号配水池塩素注入設備改良工事（その５）［建屋新築工事］ 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 

塩素注入設備建屋新築（建築面積２４．４ｍ２、延べ床面積２４．４ｍ２、鉄骨造、地上１階

）一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ７，４２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｃ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、南区内

、港南区内、保土ヶ谷区内、旭区内、磯子区内、金沢区内、戸塚区内、栄区内、泉区内又は瀬

谷区内のいずれかにあること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社ネイティブ、株式会社創 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

 

工事担当課 水道局設備課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４５１ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
工業用水道 鶴ヶ峰沈殿池返送水流量計変換器修繕 

 

施工場所 
旭区鶴ヶ峰本町三丁目２８番２号 

 

工事概要 電磁流量計変換器交換１台、試験調整一式ほか 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 ９８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、神奈川

区内、西区内、保土ヶ谷区内、旭区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、戸塚区内、泉区内、又

は瀬谷区内のいずれかにあること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社ネイティブ、株式会社新日本プリント 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時４０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

 

工事担当課 水道局工業用水課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４５４ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
小雀２ろ過コントロールセンタ修繕 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 

２系ろ過池コントロールセンタ（浄水弁）修繕 一式 

 

 

 

 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 １，６３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 制限なし 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過してしており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時３０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

工事担当課 水道局小雀浄水場   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４２１ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
港北ポンプ場ポンプ定期修繕 

 

施工場所 
都筑区二の丸１４番１号 

 

工事概要 

ポンプ現地分解修繕工一式、現場塗装工一式ほか 

 

 

 

 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ７，２２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 － 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日以降に完成した、国内の上下水道事業又は工業用水道事業において、

吸込み口径２５０ｍｍ以上の横軸両吸込渦巻ポンプの修繕の元請実績を有すること。 

（２）平成１３年４月１日以降に完成した、国内の上下水道事業又は工業用水道事業において

、吸込み口径３５０ｍｍ以上の横軸両吸込渦巻ポンプの修繕の下請実績を有すること。 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

関東コピー株式会社、有限会社リバーストン 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 ９時５０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

工事担当課 水道局西谷浄水場   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４２１ 

工事件名 
港北ポンプ場ポンプ定期修繕 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

（５）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書及び施工内容の確認できる書類（

竣工時工事カルテ受領書の写し等）。 

（６）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書及び施工内容の確認のできる注文

書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に

提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        130

契約番号 ０６５２０１０４２２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
小雀排水処理排泥池掻寄機水中部修繕 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 

塗装工（水道用エポキシ樹脂塗装４２４ｍ２、塩化ゴム系塗装５５ｍ２）一式、補修工（鋼材

据付１．４４ｔほか）一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 ４，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 － 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

ＪＦＥネット株式会社、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時００分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

工事担当課 水道局小雀浄水場   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０４２３ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
小雀排水処理排水池クラリファイヤー定期修繕 

 

施工場所 
戸塚区小雀町２，４７０番地 

 

工事概要 クラリファイヤー修繕工一式 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ２，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 － 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

オリエント株式会社、株式会社昭和工業写真社 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時１０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること（調達公告本文３（４）を参照）。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

 

 

工事担当課 水道局小雀浄水場   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  



横浜市報調達公告版 

                                第 45 号 平成 18 年９月 26 日発行 

                                                    

                        132

契約番号 ０６５２０１０４５３ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
工業用水道 小野町φ１０００ｍｍ配水管補強工事 

 

施工場所 
鶴見区小野町８５番地の４先 ほか３か所 

 

工事概要 

立坑築造工（軽量鋼矢板土留工：２か所ほか）一式、漏水防止金具設置工（φ１，０００ｍｍ

：４か所）一式、薬液注入工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 ２３，１９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発

注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

 

  

設計図書の購入先・申込期限 

亜細亜工業写真株式会社、株式会社ワイシー・ドキュメント 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時３０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

工事担当課 水道局工業用水課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４５３ 

工事件名 
工業用水道 小野町φ１０００ｍｍ配水管補強工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

（５）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（６）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４４０ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
桂台西二丁目ほか１か所φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
栄区桂台西二丁目５番１７号先から桂台西二丁目２３番３号先までほか１か所 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：２１８ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ

ｍ：３０か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から１３０日間 

予定価格 ２１，０３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

  

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社創、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時２０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置するこ

と。 

工事担当課 水道局南部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４４０ 

工事件名 
桂台西二丁目ほか１か所φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 

（１）平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成８年４月１

日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公庁発注工

事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０％以上のもの

に限る。）又は平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水

管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

（２）平成１６年９月１日から平成１８年８月３１日までの間に通知された上水道に係る工事

の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期

間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同

一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上で

あるもの。 

 

※（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

（５）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容

の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成

した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不

要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注文請書等の写

し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出された下請負人選

定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４４１ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
青砥町φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
緑区青砥町１７２番地先から１７２番地の３９先まで 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：１９３ｍ）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：

２１か所、φ５０ｍｍ：６か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

 

 

 

工期 契約締結の日から９５日間 

予定価格 １６，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴見区

内、神奈川区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、泉区内又は瀬谷区内のい

ずれかにあり、次の（１）又は（２）に該当すること。 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）、（２）について、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社創、東洋製図工業株式会社 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時４０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 

ること。 

工事担当課 水道局西部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４４１ 

工事件名 
青砥町φ１００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

（５）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（６）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０４４２ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
千若町φ４００ｍｍ配水管新設工事 

 

施工場所 
神奈川区千若町２丁目２番地の１先 

 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ４００ｍｍ：５３ｍ）一式、配水管撤去工一式 

 

 

 

 

工期 契約締結の日から８５日間 

予定価格 １０，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を配置すること。 

当該技術者は開札日において、 

（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 

（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 

（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない

。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴見区

内、神奈川区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、泉区内又は瀬谷区内のい

ずれかにあり、次の（１）又は（２）に該当すること。 

（１）平成８年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ

管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が

２０％以上のものに限る。）。 

（２）平成１３年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管布設

工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 

 

※（１）、（２）について、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

 

 

 

 

設計図書の購入先・申込期限 

ＪＦＥネット株式会社、株式会社創 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年１０月１７日（火）午前 １０時５０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳書を

持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致

させること。（調達公告本文３（４）を参照） 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問がある場

合は、平成１８年１０月５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０６５２０１０４４２ 

工事件名 
千若町φ４００ｍｍ配水管新設工事 

 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） 

（２）主任技術者届出書（第７号様式） 

（３）（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等

）。 

（４）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等）。 

（５）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣

工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水

道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 

（６）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注

文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課

に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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交通局調達公告第30号 

2,500万円以上の一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

次のとおり、「高圧配電ケーブル更新工事（上大岡駅から上永谷駅）」外１件の工事について、一般競争

入札を行う。 

平成18年９月26日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 魚 谷 憲 治 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める

資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を次項第２号に定める手続により購入した者であること。

ただし、設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子

図渡し案件」という。）を除く。 

(6) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他詳細については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱、

横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等

に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、第８項第11号に定める場合を除

く。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に交通局総務部財務課において閲覧に供する。ただし、オの場合を除く。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年９月29日午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込手続 

横浜市交通局総務部財務課において閲覧又は横浜市ホームページを参照すること。 

  オ 電子図渡し案件については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードするこ

と。 

(3) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内に、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、郵便

による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き認めない。 

(4) 入札に当たっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市交通局電子入

札運用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。また、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定

交 通 局 
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めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細な内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

 (7) 合併入札の場合は、すべての工事の合計金額をもって入札額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は前項第４号の定めに従わない工事費内訳書を提出

した者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ横浜市電子入札ＩＣカ

ード代表者届出書を横浜市に提出している場合には、代表者）以外の名義人によるＩＣカードを用い

て行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下

「落札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 前号の場合において、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもっ

て入札をした者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定す

るまで同様の手続を繰り返す。 

(5) 第３号の入札参加資格の確認に当たっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、

開札日（前号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の

午後５時までの間に総務部財務課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。

上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資

格を満たす者でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(6) 第４号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、第３号の入札参加資格

の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) 前号の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな

るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(9) 第７号の調査に当たっては、当該落札候補者は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱

要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時までに総務部財務課へ提出し、また、調査のために必

要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は横浜市交通事業管理

者の指示に従わない場合には、前号に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 
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(10) 前号に定める書類は、第３項第４号に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出す

ること。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、第８号に該当するものとし当該落札候補者を

落札者としないものとする。 

(11)開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を

除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち

最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条までの規定よる。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が第１項に定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合は、この限り

でない。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 本市の都合により開札日時を変更する場合は、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第14

条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

 (8) 第５項第３号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第

25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市交

通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留

意すること。 

(9) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由な

く落札者となることを辞退した場合又は第５項第５号若しくは第９号に定める書類を提出しない場合

は、横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を

行う。 

(10)工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額に
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かかわらず建設業法（昭和24年法律第1 0 0号）第24条の７第１項に規定する施工体制台帳の提出を義務

付けるものとする。 

(11)特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市ホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書

兼委任状を入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市交通局財務課長あての書

留郵便により郵送又は横浜市交通局財務課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市ホームページ又は横浜市交通局財務課掲示板を参照すること。 

(12)その他この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の前

払金に関する規程、横浜交通局市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市交通局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものと

する。 
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契約番号 ０６５３０１００３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
高圧配電ケーブル更新工事（上大岡駅から上永谷駅） 

施工場所 
港南区上大岡西一丁目９番Ｂ－１号から丸山台一丁目１番１号まで 

工事概要 

地下鉄ずい道内高圧配電ケーブル（６，６００Ｖ）撤去・新設工５，６４３ｍほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月１９日まで 

予定価格 ５６，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 ３９，３６１，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

地下鉄ずい道内における電力ケーブル布設工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） （２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。平成１８

年４月１日に改正された最新のものを用いること。） （３）監理技術者講習修了証の写し（た

だし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）

（４）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて実績を証明する契約書、設計図

書及び竣工時工事カルテ受領書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社新日本プリント、東洋製図工業株式会社 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市交通局財務課掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札期間 
平成１８年１０月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１９日（木）午後 ５時００分まで 

開札予定日時 平成１８年１０月２０日（金）午前 １０時００分  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた参考資

料等の内訳書と同程度の詳細な工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付す

ること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）調査基準価格未満の価格で入札を行った場合は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入

札価格取扱要綱に定める書類（第１号様式から第１２号様式まで）を各３部開札日の翌開庁

日の午後５時までに提出すること。提出できない場合、当該入札者の入札を無効とする。 

工事担当課 交通局電気管理所 電話 ０４５－６４１－６６０７ 
 

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７１ 
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契約番号 ０６５３０１００３７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
通信線路支持物等更新工事（関内駅から横浜駅） 

施工場所 
中区尾上町３丁目４２番地から西区南幸一丁目９番Ｂ－２号まで 

工事概要 

誘導通信線保安電話支持金物等撤去工一式、誘導通信線列車無線支持金物更新・補強工一式、

送配電線トラフ橋支持金物更新工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ３月２７日まで 

予定価格 ３３，１５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 ２３，２０５，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

地下鉄ずい道内における電気設備工事の施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の

構成員としての実績の場合は、出資比率が総出資額の１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

※次ページのとおり 

本件工事の公告は２ページありますので、ご注意ください。（このページは１ページ目です。）

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社ワイシー・ドキュメント、株式会社創 

平成１８年 ９月２９日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市交通局財務課掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札期間 
平成１８年１０月１６日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年１０月１９日（木）午後 ５時００分まで 

開札予定日時 平成１８年１０月２０日（金）午前 １０時３０分  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた参考資

料等の内訳書と同程度の詳細な工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付す

ること。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）調査基準価格未満の価格で入札を行った場合は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入

札価格取扱要綱に定める書類（第１号様式から第１２号様式まで）を各３部開札日の翌開庁

日の午後５時までに提出すること。提出できない場合、当該入札者の入札を無効とする。 

工事担当課 交通局電気管理所 電話 ０４５－６４１－６６０９ 
 

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７１ 
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契約番号 ０６５３０１００３７ 

工事件名 
通信線路支持物等更新工事（関内駅から横浜駅） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写） （２）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。平成１８

年４月１日に改正された最新のものを用いること。）（３）主任技術者を配置する場合は、配置

する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険

者証の写し等）及び（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格

証明書の写し等） （４）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の写し（ただ

し、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）

（５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて実績を証明する契約書、設計図

書、竣工時工事カルテ受領書の写し等の書類を添付すること。） 

 

 

 

 

本件工事の公告は２ページありますので、ご注意ください。（このページは２ページ目です。）

このページに記載されていない事項については、１ページ目をご確認ください。 


